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<資　料>

国連「障害のある人の権利条約」が特別支援教育に与える影響について

-権利条約に則った就学相談とは-

落合　俊郎●

2008年5月に国連「障害のある人々の権利条約」が発効し.特別支援教育だけでなく通常の教育に対して

ち.第24条が大きな影響を与えるといわれている。本稿では.世界の障害児教育あるいは保護者の諸権利の

バイブルともいえるウオーノック報告に則った「就学指導の手引き」を紹介した。ウオーノック報告は歴史

的にも内容的にも権利条約の基盤となるものであるoしかし,ウオーノック報告は新自由主義を開始したマー

ガレット・サッチャーと深く関わっており.一見.新自由主義とウオーノック報告は全く異質あるいは対立

するもののように見えるが,この2つを精査すると,新自由主為まっただ中の就学支援は,まさに「戦略的

就学指導」だったのではないか。もちろん権利条約は.障害のある人々の人権という側面から策定されたも

のであるが,その運用方法によっては,特別支援教育が通常の教育を変える可能性や社会改革を可能にする

戦略的潜在能力を秘めているのではないか。また.日本で権利条約の第24条にあるインクルーシブ教育が実

行されると.特別支援学校や特別支援学級に在籍する児童生徒が増大する可能性を先進国の資料から示した。

キーワード:障害のある人々の権利条約,ウオーノック報告,新自由主義

I.はじめに

2008年5月に国連「障害のある人々の権利条約」が

発効され,特にこの条約の「第24条　教育」に関して,

特別支援教育と通常の教育に,少なからず影響を与え

るものと考えられる。この第24条の内容を次に示す。

「1.締約国は,教育についての障害のある人の権利

を認める。この権利を差別なしにかつ機会の平等を基

礎として実現するため,締約国は,あらゆる段階にお

けるインクルーシブな教育制度及び生涯学習であっ

て,次のことに向けられたものを確保する(a)人間

の潜在能力並びに尊厳及び自己価値に対する意識を十

分に開発すること,並びに人権.基本的自由及び人間

の多様性の尊重を強化すること(b)障害のある人が.

その人格,才能,創造力並びに精神的及び身体的な能

力を最大限度まで発達させること　c)障害のある人

が.自由な社会に効果的に参加することを可能とする

こと。 2.この権利を実現するため.締約国は.次の

ことを確保する(a)障害のある人が障害を理由とし

て一般教育制度から排除されないこと,並びに障害の

ある子どもが障害を理由として無償のかつ義務的な初

等教育又は中等教育から排除されないこと(b)障
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害のある人が,自己の住む地域社会において,他の者

との平等を基礎として,インクルーシブで質の高い無

償の初等教育及び中等教育にアクセスすることができ

ること(c)個人の必要に応じて合理的配慮が行われ

ること　d　障害のある人が,その効果的な教育を

容易にするために必要とする支援を一般教育制度内で

受けること(e)完全なインクルージョンという目標

に則して,学業面の発達及び社会性の発達を最大にす

る環境において,効果的で個別化された支援措置が提

供されること。 3.締約国は.障害のある人が地域社

会の構成員として教育に完全かつ平等に参加すること

を容易にするための生活技能及び社会性の発達技能を

習得することを可能としなければならない。このため,

締約国は,次のことを含む適切な措置をとる(a)点

字,代替的筆記文字,拡大・代替コミュニケーション

の様式,手段及び形鼠　並びに歩行技能の習得を容易

にすること,並びにピア・サポート及びピア・メンタ

リングを容易にすること(b)手話の習得及びろう

社会の言語的なアイデンティティの促進を容易にする

こと(c)育,ろう又は盲ろうの人(特に子ども)の

教育が,その個人にとって最も適切な言語並びにコ

ミュニケーションの様式及び手段で.かつ,学業面の

発達及び社会性の発達を最大にする環境で行われるこ

とを確保すること。 4.この権利の実現を確保するこ
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とを助長するため,締約国は,手話又は点字について

の適格性を有する教員(障害のある教員を含む。)を

雇用するための並びに教育のすべての段階において教

育に従事する専門家及び職員に対する訓練を行うため

の適切な措置をとる。その訓練には,障害への認識,

適切な拡大・代替コミュニケーションの様式,手段及

び形態の使用,並びに障害のある人を支援するための

教育技法及び教材の使用を組み入れなければならな

い。 5.締約国は.障害のある人が,差別なしにかつ

他の者との平等を基礎として,一般の高等教育,職業

訓練,成人教育及び生涯学習にアクセスすることがで

きることを確保する。このため.締約国は,障害のあ

る人に対して合理的配慮が行われることを確保する

(川島聡・長瀬修, 2007)c」とされている。

ここに紹介するのは, Special Educational Needs

A Guidance for Parents (1983)である1983年に作

られたスコットランドの「就学支援の手引き」がなぜ

25年後の今紹介しなければならないかという理由は.

以下の通りである。この手引きはウオーノック報告に

基づいて作られており,その根本は「障害のある人の

権利条約」の内容と類似している部分が多い。当然な

がら1978年にウオーノック報告が英国議会を通過した

ときは,インクルージョンという言葉は,特別支援教

育の用語ではなく,それに似ている言葉としてインテ

グレーション(統合教育)やノーマライゼーションと

いう言葉が使われていた。英国のウオーノック報告は

世界の障害児教育の方向性に歴史的な影響を与えた重

要なものであるが,この報告が出された前後の政治・

経済的状況を直視する必要がある。ウオーノック報告

が作成されるまでの経過をさかのぼると, 1973年に保

守党内閣時の教育科学大臣マーガレット・サッチャー

がメアリー・ウオーノックに「障害のある青少年の教

育に関する調査委員会(The Committee of the

Education of Handicapped Children and Young

People)」を立ち上げ諮問した1974年労働党内閣に

移行し,調査委員会の活動は政権が交代しても続けら

れた。しかし, 1976年に英国はIMF融資条件下に置

かれ.いわゆる財政破綻に陥った。このような政治・

経済的に大変動が起きた2年後の1978年に,ウオー

ノック報告が議会を通過した。そして1979年,労働党

政権から保守党政権に移り,マーガレット・サッ

チャーが首相になり,いわゆるサッチャーリズムが開

始された。サッチャー政権当初は,ウオーノック報告

を無視したといわれるが, 1981年法からその内容が法

律に反映されだした。

一方,日本においては, 2008年7月に全国知事会議

は,遅くとも2011年に財政が破綻する可能性を提言文

書に盛り込んだ。昨今の財政事情や国際状況をみると,

今後の日本における特別支援教育のあり方を英国の歴

史と比較検討することによって,特別支援教育の展開

と留意点がみえるのではないか。

「障害のある人々の権利条約」によって.前述して

ように障害のある人々に対する差別の禁止や人権の尊

塞,教育においてはインクルーシブ教育の実行に対し

ては,格段の考慮をしなければならないだろう。しか

し,このような変化は財政が潤沢なときに行われるの

ではなく,上述した全国知事会講の声明のように,財

政的にかなり厳しい時代に行われる。また,今日の「障

害のある人々の権利条約」の内容は,障害のある人々

に対する施策の積み重ねによって実現されており.そ

の歴史的一里塚としてのウオーノック報告は重要であ

るとすることには異論はないであろう。サッチャーリ

ズムとウオーノック報告は一見相反するように見える

が,時代的には同じ時期に,マーガレット・サッチャー

という同じ人物が絡んでおり,その背景にある政治的

戦略を明らかにする必要があろう。そして「障害のあ

る人々の権利条約」が日本で批准されたとき,特別支

援教育をどのような戦略の下に方向付けるのか考えて

みる必要がある。

日本において権利条約批准後.どのような就学支援

体制になるのかを予測してみよう。以下に紹介するの

は, 1983年にスコットランドで作成された「就学支援

の手引き」である。この時点ではサッチャーが首相に

なってから4年目になっており,彼女が独自色を政策

の中に出し始めたころで.新自由主義まっただ中の市

場原理主義に回帰した時の就学支援の手引きである。

Ⅲ.サッチャー政権・市場原理主義下の就学

支援

以下はスコットランド版「就学の手引き」の小冊子

Special Educational Needs A Guidance for Parents

の和訳である。以下の文は.落合(1988, 1992)が既

に発表したものを加筆修正したものである。

Special Educational Needs

A Guidance for Parents

はじめに

5人1人もの多くのお子さんたちが,その教育に-
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定の時期,特別な支援を必要としています。このよう

なお子さんは「特別な教育的ニーズ」があるとされて

います。このグループのお子さんは,学習の中でちょっ

としたつまずきがあるだけだったり,数年以上も特別

な種類の支援をうける必要がある少数のお子さんも含

まれています。このようなお子さんのニーズや何をし

てあげるかを明確にするために,教育委員会によって

作成される,いわゆる「ニーズ記録票」 Recordof

Needsに登録したほうがよいでしょう。この小冊子は,

すでにご登録されているお子さんのご両親だけでな

く,この種の支援の配慮が必要とお思いになるご両親

のために作られたものです.授業の中で大変な困難さ

が生ずる場合.あらゆる種類の原因が考えられます。

視力や聴力が弱いことが原因かもしれませんし.体の

動きや人間関係の正常な発達に影響を与える肢体不自

由,知的障害や情緒的な困難さが原因であることもあ

るでしょう。あるお子さんは障害をもって生まれてき

ますし,別のお子さんは事故や病気の結果として障害

をもつようになります。障害の状況によって外見上他

のお子さんと違う様子をしている場合もありますし,

例えば,聴覚障害のお子さんのように,ちょっと見た

だけではわからない場合もあります。教育委員会は.

お子さんの教育がどのようにあるべきか,手立てを考

えたり,どのような支援が必要なのか明らかにしなけ

ればなりません。もちろん特別な種類の教授方法や支

援方法は通常の学校でも行われますが,特別な教育的

ニーズについての最近の進歩と社会の見方の変化に

よって,障害のあるお子さんがどんどん次のような学

校に通うようになっています。よりきめ細かい日課や

少人数のグループあるいは専門化された方法で授業が

行なわれている特別学級や特別学校です。

このガイドブックは,お子さんにどのような特別な

配慮が必要なのかご理解いただける手助けと,どのよ

うにして様々な支援が得られるのか,さらにご両親の

権利について説明するために書かれたものです。

1もし,子どもが障害があるのではないかと感じた

ら.だれに相談したらよいでしょうか?

例えば,お子さんの発達が遅かったり,普通に聞こ

えていないとか,見えていないのではないかとお思い

でしたら,保健土　かかりつけのお医者さん,または

児童相談所あるいは保健所の職員と相談してくださ

い。お子さんにとって大事なことは,この種のどんな

課題に対しても,できるだけ早く何か支援を得ること

です。遅れてはいけません。このような事柄について

職員にたずねることが専門家のアドバイスを得るため

の最初のステップなのです。もしあなたのお子さんが

学校に行き始めてから,学習が遅いとかその他の難し

さがあるようでしたら,先生や校長先生とご相談下さ

い。もちろん先生のほうから最初にこの課題について

話を持ちかけてくるかもしれません。その場合.学校

がご相談の支援を行う専門家を紹介する場合もありま

す。

2　どのようにして私の子どもを助けることができる

のでしょうか?

もしなんらかの困難がお子さんに生じたら,かかり

つけのお医者さん,保健士,校医または看護士あるい

は病院の専門家が,あなたのお子さんの状況が将来ど

うなるか,どんな支援ができるか説明するでしょう。

必要とされる治療について配慮したり,教育関係機関

との結び付きや何らかの支援ができる厚生労働省関係

機関とのつながりをアレンジしてくれるでしょう。ご

家族全体の手助けとなるものとしては.同じような課

題に直面している人々とのつながりも考えられます。

多分,親の会やもっと大きな粗放の場合にはボラン

ティア親株と合流することも考えられます。このよう

な組織については,この冊子の一番最後の章に記載し

ています。

その他.お子さんについて留意すべきことは:

i　お菜を飲まなければならない場合,処方薬通り

ちゃんと飲んでいますか。またお子さんの視覚補助機

慕,補聴器あるいはその他の補助横器をきちんとつけ

ていますか.これらの補助権器が正しくはたらいてい

るかどうかも調べてください。

ii　治療やアドバイスが必要な場合,定期的にきちん

と行っていますか。

hi　もし状態が悪化するようでしたら,すぐにも相談

してください。

iv　お子さんがよその人々,特に子どもたちとのコンタ

クトをいつも持ちたくなるような工夫をしましょう。

3　私の子どもは就学する前に何か教育を受けること

ができますか?

はい。できます。重い障害のあるお子さんは,早期

から教育場面で多くの支援が得られます。教育委員会

がよろこんでお子さんの教育的なニーズについてご相

談しますし,専門的なアドバイスもお受けになれま

す。お子さんを保育所あるいはプレイグループに入れ
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たり,ご家庭に教師が訪問できるような配慮をするか

もしれません。お子さんの発達を促すために,このよ

うな早期の段階に,多くのことをしなければならない

でしょう。教師や医者とともに協力しながら,皆さん

は親として,最も大きな役割を果たさなければなりま

せん。どんな支援も充分に利用するように心がけてく

ださい。このようにして何年もたつうちに,お子さん

が大きく変わるでしょう。

4　私の子どもかどのような教育的ニーズをもってい

るのかを決めるのは誰ですか?

もし,お子さんが長い年月にわたって,特別な教育

的な係わりが必要であれば,法的にはあなたが住んで

いる地域の教育委月余が責任を取らなければなりませ

んO　これを行なうためには, "アセスメンド　と呼ば

れることを行なわなければなりません。これは,どの

ような支援ができるか,何が学習を困難にする原因な

のか.お子さんがもっている能力と同時に,あるかも

知れない障害のことについて調べ,教育的なニーズを

見つけるものです。ご両親は誰よりもお子さんについ

てご存じですので,このアセスメントでは重要な役割

を演じていただくかもしれません。また,お子さんに

ついて何か決定する場合も,同等の権利を有します。

5　アセスメントはどうすれば受けられますか?

ご両親もアセスメントを依頼することができます

が,もしご依頼が不適当な場合(例えば,お子さんの

検査が,すでに行なわれた場合など)のみ,教育委員

会は拒否するかもしれません。

6　どのようにしてアセスメントは行われますか?

まず,関係するお医者さんあるいは心理関係職員か

ら,お子さんを検査してよろしいかどうかうかがう連

絡が来るでしょう。すでに関係者からお子さんが必要

としている配慮についてお話があったと思いますが,

これから行なわれる緒検査は,今後,関係者がどんな

支援をしたらよいのかを決めるために行われます。も

うすでに就学している場合は,どんな配慮が必要か学

校の先生方が考えていることに加え,できる限り多く

の専門家のアドバイスを考慮にいれます。教育委員会

はまず,ご両親がお子さんのニーズについてどう思っ

ているか,さらにご両親がおっしゃりたいことについ

て,お開きしなければなりません。連絡と一緒に.ご

両親がアセスメントやお聞きしたいことについて,お

答えできる人の名前をお知らせするでしょう。教育委

月会はご両親がおっしゃりたいことを考慮に入れなけ

ればなりませんが,全てに同意するとはかぎません。

お子さんを入学させたい学校について話し合うことに

なるでしょう。

7　私の子どもはどうしても検査されなければならな

いのですか?

はい。アセスメントの全体的な考えというのは,お

子さんを支援することでありますから.諸検査は必要

なものです。皆様にご迷惑にならないように,教育委

員会は全力を尽くします。

8　子どもが検査を受けるとき私は同席することがで

きますか.

医学的な検査には立ち合うことができる権利があり

ますが,子どもというものは,ご両親が同席しない場

合には全く違った様子を見せるのが常です。ある場面

では心理閑職月だけでお子さんを見る場合がありま

す。もちろん医療関係者や心理関係者も何を検査し何

を調べているのかご説明するでしょう。

9　アセスメントが終了した後どうなるのですか?

教育委員会は,お子さんが「ニーズ記録票」に記載

して障害児として登録すべきかどうか述べるでしょ

う。もし登録することが決定されましたら,お子さん

が特別にもつ能力や課題について詳しく述べた一連の

報告書を作り,お子さんにとってどんな教育的な配慮

が必要か,あるいは何ができるかお伝えし.多くの場

合,就学する学校名も連絡します。これらの報告は,

最終的には「ニーズ記録票」として一冊にまとめられ

ます。しかしまとめの前に,記載事項に同意できなかっ

たり,何か欠落している事柄などのご意見をお聞きす

るために,報告書をお送り致します。アセスメントが

行なわれたとき教育委員会から派遣されたスタッフが

お会いし,ご一緒に報告書の内容についてお話しする

とお考えいただければよろしいです。どのような質問

にも答えると同時に,ご両親がおっしゃりたい事柄に

ついても,一緒に考えていきたいと思います。ご両親

のお考えをいつも参考にできるよう.お話しになった

ことについても「記録票」の一部として残されます。

お子さんのニーズにあったどんな配慮がなされている

のかを,常にお知らせするために,その時々の記録票

のコピーが送られます。

-38-



国連「障害のある人の権利条約」が特別支援教育に与える影響について

10　コメントを得るまでどれくらい期間がかります

か?

14日間ほどかかります。もし報告書の内容にご満足

できなかったり.変更を申し立てたい場合は,いつま

でに返答いただきたいか期限をお伝えします。その後

教育委員会は, 「ニーズ記録票」に最終的にどう記載

するか決定するでしょう。コピーが送られてきて,ち

し記録票に述べられていること,あるいは障害児とし

て登録することさえも同意できない場合,どうすべき

かが書いてあり,また,だれがあなたの"Named

Person　であるかお知らせするでしょう(Named

Person　については質問12を参照してください)0

11ニーズ記録票とはいったい何ですか?

ニーズ記録票とは,教育期間中にどんな特別な教育

的配慮が必要か,それぞれの児童や生徒のために作る

もので,関係者以外には見せない書類です。この書類

にのっとって,ご両親,学校.それに教育委月会が,

お子さんに対して適切な支援ができているか,とりこ

ぼしていることはないか全てチェックします。この票

にはあなたの名前と住所が書いてあり.その横にはお

子さんのお名前と"Named Person"の名前も記載さ

れます。内容は以下の通りです。

i　お子さんの得意な面と弱い点についての全体的な

所見(アセスメント　プロフィール)

ii　お子さんが学習に困欺きをもつ原因についての報
.M-.
亡コ

iii　お子さんの特別なニーズについての所見

iv　お子さんに必要な配慮に対応する手立てについて

の説明

Ⅴ　お子さんが入学可能な学校についての詳細

vi　どんなことでもよいですが,ご両親がお考えに

なったお子さんのニーズについての意見のまとめ

vii　いつこの記録票が再検討され,誰がこの票を見た

りコピーしたりしたかについての閲覧記録

12 "Named Person"とは何ですか,どんな支援

をしてくれるのですか?

お子さんのニーズについて検討し,ご両親と相談す

る時に.もしお子さんが登録されていましたら,アド

バイスや情報をお受けになる時にコンタクトを引き受

けてくれる人を誰にしたいのかうかがうでしょう。こ

うして選ばれたのが　Named Person"です。教育委

員会あるいは厚生省関係職員あるいはご両親が信頼す

る人々,どんな問題についてもお話しができ,それを

口外しないどなたでも結構です。多分皆様は.教育の

ことについてご存じの方,もし必要とあればお子さん

やご両親の諸権利を見出すお手伝いができる人をお望

みかと思います。お子さんの年齢や状況にもよります

が,校長,心理職関係者,ソーシャルワーカー,保健

士,医者,職業指導員.ボランティア団体の代表,敬

師あるいはあなたの友人等が,最もよい選択であると

考えます。このようにして決まった"NamedPerson

は,お子さんの成長とともに変更したほうがよろしい

でしょう。教育委員会はこのことについてもご相談い

たします。

13　もし,私の子どもが障害児として登録されること

に納得がいかない場合.どうしたらよいですか?

お子さんが登録される事の利点について話し合いま

すが,もしお望みでしたら,国務大臣によって再検討

された決定を受けることができます。教育委月余が記

録票をお送りする時,どのようにして不服を申し立て

るのか,その方法も述べてあります。希望する場合は,

お子さんのための決定を国務大臣に申請する手続きの

代行を行う地域の提訴委員会に書類を送ってくださ

い。もし国務大臣が,お子さんは障害児として登録さ

れる必要がないというあなた方のご意見に同意すれ

ば,大臣は教育委員会に登録を中止するように勧告し

mm

14　もし.記録表内の記載に同意しかねることがあっ

たらどうしたらよいですか?

お子さんの学習を難しくしている原因についての記

述,教育的なニーズについての所見や,入学される学

校については.ご両親は地域の提訴委員会に申し出る

ことができます。提訴委員会それ自体は,就学する学

校の決定について教育委員会の意見に同意するのか,

あるいはご両親に合意するのかを決定し,その他の全

ての課題については,その決定を大臣に委託します。

(同じく質問17を参照されたし)

15　私の子どもが受けられる支援について意見をいう

ことはできませんか?

お子さんに必要と思われることについては記録票に

書かれています。教育関係,保健関係,社会福祉関係

部局が準備できるよう全力を尽くします。全てをすぐ

準備することができないかもしれません。もしお子さ

んが必要とする支援を受けていないとお考えでした

ら,もちろん,いつでも担当の部門にこのことを申し
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立てることができます。

16　私の申し立ては国務大臣によってどのように検討

されるのですか。

国務大臣は教育関係と医学関係についてのアドバイ

ザーをもっていまして,ここまで非公開で扱かわれで

きた申し立て書に則って,ご両親とお子さんと話し合

う前に,アセスメントについての全ての情報を検討し

ますO　ご両親は,お子さんが障害児として登録された

り,記録票の内容について,なぜ同意できないか意見

を言うことができます。関係者のアドバイスにもとづ

いて行なわれる国務大臣の決定が最終的なものです。

国務大臣は教育委員会に,お子さんの記録票の内容に

ついて訂正や中止を要求します。

17　もし,教育委員会が私の希望する学校に異議を示

した場合,どのような方法で意見を申し立てればよい

のですか?

どの学校に就学するか決めることは,アセスメント

の一部としてご両親と詳しくご相談し,お子さんのた

めにどの学校に就学させたいかについて書面でお伝え

します。もし教育委員会がお子さんをご希望の学校に

就学させることに同意しない場合は,地域の提訴委月

会にその判定を委託することができます。ご両親がど

うしてその学校を選択されたのか,その理由を申し出

てください。

なお,教育委員会は以下の場合のみ,就学する学校

の決定についての変更を拒否できます。

-ご両親が選択した学校に空きがない場合

-お子さんの入学を許可すると教師を補充しなければ

ならなかったり,学校を改造したり拡張するため多

くの経費を費やさねばならない場合

一学校を代えるとお子さんの教育に悪い影響を与える

MS

-ご両親がお望みになる学校の教育のあり方がお子さ

んに適当でないと考えられる場合

-お子さんの就学が他のお子さんの利益に影響を与え

る場合(例えば,お子さんだけに,非常に多くの注

意が必要となってしまう場合)

-お子さんがかつて.その学校で問題を起こしたこと

がある場合

一希望する学校が男女別学で.お子さんが入学できな

い場合

-お子さんに就学させたいと申し出た学校が私立や法

人学校である場合,教育委員会は同じ系列の学校の

中から,お子さんのニーズに応じた適切な設備が整

えられる学校を探し,その学校への就学をおすすめ

する場合もあります。

教育委員会がご両親のご希望を拒否する場合は.揺

訴委月会に充分満足すべき理由を提示しなければなり

ません。そうでない場合,提訴委員会は,ご両親の学

校選択を支持し,委員会の決定とそれについての理由

をご両親に通知します。

18　提訴委員会が私の意見に同意しなかった場合どう

なりますか?

提訴委員会でも,ご両親が望む学校にお子さんを行

かせたいという申し立てが却下された場合.州知事に

上告できますが,これが最終的な決定です。

19　障害児として登録されている子どもでも通常の学

校に入学できますか。

これはお子さんがどのようなニーズがあるかに大き

く左右されます。可能であれば障害のあるお子さんも,

通常の学校に通学できます。教育委員会や保健関係機

関がそれぞれの子どものために特別な対応を行うにし

たがって,このような出来事がどんどん多くなりまし

た。特別な対応とは,例えば交通の便をはかったり,

揃助器具や教育機関あるいは地域の学校に理学療法士

のようなサービスを供給することです。しかしながら,

ある児童や幼児は特別な教育方法や設備が整っている

特別学校や特別学級での教育が望まれます。

20　特別学校とはどのようなものですか。

特別学校は.特に通常の学校に行くことができない

お子さんのニーズにあわせて設置されています。教師

やその他職員は適切な教育方法や療育について特別な

訓練を受けています。特別学校に就学される大部分の

お子さんは,他のお子さんと同様.ご家族と一緒に住

み.毎日登校することになります。もっと重信な障害

のあるお子さんは, 24時間の療育を受けられる寄宿制

の特別学校に就学することになるでしょう。特別学校

や通常の学校内の特別学級は先生がそれぞれの子ども

や親のニーズに,より多くの注意が払えるよう小人数

の学級にしています。頻繁かつ綿密なつながりが特別

学校と通常の学校の間につくられ,障害のある子ども

が通常の学校にある大きな施設を使ったり,一定の教

科や活動については,他の子ども達と合流したりしま

す。もしお子さんが特別学校に就学することになって
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ち,他の学校と同じく,ご両親と一緒に係わることを

望んでいることをお忘れなく。我々関係職員は皆さん

がお子さんの発育についてお話しに来ることを歓迎い

たします。

21私の子どもは自宅から離れて生活しなければなら

ないのでしょうか?

一般には.地域ごとに特別学校が設けられています

が,ご家庭での療育について大変多くの支援が必要な

非常に重い障害のあるお子さんは,寄宿舎のある学校

に在籍されるのが良いと思います。寄宿しているお子

さんは,週末には帰宅することができますし,ご両親

が学校を訪問したり,宿泊できる場合もあります。お

子さんが寄宿舎のある学校に就学しなければならない

時には,お子さんの教育のための経費は.教育委員会

がお支払いします。

22　私の子どもは後で通常の学校に移籍することがで

きるでしょうか?

通常の学校あるいは特別学校への入学をいつでも申

請することができますが,その学校がお子さんのニー

ズにあっているかどうか確かめなければなりません。

これとは別に,教育委月会は,お子さんの進歩につい

て常に注意を払わなければならない立場にあり.転校

を勧めるともあります。皆さんは親として,お子さん

の教育のために行った施策の年次報告書を手に入れる

権利を持っていますo　この報告書は学校での課題も含

んだ独自のアセスメントをもとにして作られていま

す。ご両親は,アセスメントの実施を申し込むことが

できますし,もしお望みでしたら.報告書の決定につ

いて後日異議を申し立てることができます。

23　見直しによって障害児としての登録を破棄するこ

とができますか。

はい。もし教育委員会があなたのお子さんが障害児

として登録される特別な子どもではないという決定を

行った場合,あるいはご両親が異議申し立てを行って,

これが国務大臣の見解と同じである場合,教育委員会

はお子さんのニーズ記録票の破棄を行うでしょう。実

際には,記録票は破棄されるまでの5年間保存される

のが普通ですが.特別な状況の場合には,即座に破棄

するよう要求できます。教育委月会はこの点について

のご両親の権利について説明しなければならない義務

をもっています。

24　特別な教育器材についてお金を支払わなければな

りませんか?

いいえ。車椅子,歩行器,眼鏡や補聴器のような個

人に必要な機器は,それらが必要なお子さんには.厚

生労働省関係機関から無料で支給されます。もし関係

公共団体や厚生省関係機関との話し合いで何か問題が

生じましたら,あなたの"Named Person　がお子さ

んの学校生活や社会生活に必要なものを手にいれるお

手伝いをすることができます。

25　家族の休息はどのようにして保障されますか?

障害のあるお子さんは,特にご両親を必要としてい

るので,疲労が残ったり,多分意気消沈したり,ご家

族の休息をとる時間などほとんどないでしょう。この

間題については障害のあるお子さんの短期的な休暇と

いうかたちで支援することができ,社会福祉事業課が

対応します。お子さんのケアを寄宿制学校に短期間滞

在させることによって便宜をはかる場合もあります。

ご両親自身の健康や幸福,それにご家族の休息に関係

する問題をおもちでしたら,あなたの"Named

Person ,ソーシャルワーカー.学校長あるいはかか

りつけの医者に相談すれば手助けするはずです。

26　学齢を過ぎても学校に残ることができますか?

あなたのお子さんが卒業年齢(16歳)に達する前の

2年間は,教育委員会はご両親の支援もいただいて,

お子さんが卒業年限に達した後も,どのような配慮を

したらよいかを決めるため,お子さんの能力や興味,

状況についてアセスメントを行います。この"将来の

ニーズ"についてのアセスメントは,ご両親のご希望

とこれまでお子さんと関係してきた学校の先生,医者,

心理関係職員,ソーシャルワーカー,それに職業指導

員から提示された全ての意見を考慮して行われます。

16歳になってからも学校に残ったほうが良いのか,そ

れとも成人としての生活に移行するために,職業訓練

所あるいは生涯学習センター,成人職業訓練センター

で行われる教育を受けるのか.このアセスメントに

よって示されます。アセスメントの報告がコピーされ

すぐにあなたのもとへ送られますので提案事項を知る

ことができます。お子さんが学校を去る年齢に達する

ころには,報告書が社会福祉事業部局や厚生労働省関

係部局に届き.当該部局がご両親の同意を待て,支援

ができる機関にお送りします。
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27　就労は可能でしょうか?

就職については,一般的には将来のニーズについて

のアセスメントの一部として論議されます。大部分の

地域では,人材供給委員会が障害のある卒業生に就労

を支援するコースを運営しています。お子さんは,敬

業リハビリセンターで訓練を受けることができます。

職業指導員もそのことについて全て説明してくれま

す。そして,あなたのお子さんが障害者条令にもとづ

いて登録されるべきかどうか論議されます。そう決ま

れば,登録のための申し込み書類が送られ.障害者再

雇用指導月との面接が行われます。登録された障害者

は社会的な訓練が受けられることになります。ある

人々は,障害の特徴や重さによって普通の職場では働

くことが難しくても他の仕事ができます。このような

人々のために,多くのボランティア組織やいくつかの

地方公共団体によって,労働条件が普通の職場程厳し

くない条件で適切な就労を保障する授産施設が道営さ

れていますO地域の職業指導員や障害者再雇用指導員

が地域の授産施設についてアドバイスするでしょう。

28 16歳以上の障害者はアセスメントや記録される過

程で,本人が意見を述べることができますか?

はい。アセスメントに自分で参加できますし,その

過程を自分で見直すこともできます。同じく.学校に

残ることに対する拒否やニーズ記録票に書いてあるこ

とに反論することもできます。もしお子さん自身がで

きない場合はご両親が代って行うことができます。

29　私が自分の子どもの世話がみられなくなったら,

子どもはどうなるでしょう?

もし短期間,あなたがお子さんの世話をみられなく

なった場合,社会福祉課が特別な里親(短期的な)や

子ども用の収容施設にお子さんが入ることや,ボラン

ティア団体によって運営される施設でのケアのための

お金を支払います。ホステル(日本のグループホーム

にあたる)やボランティアの家庭でお子さんが休暇を

過ごせるよう対応することや,社会センター.レク

リェ-ション学級あるいは教会や娯楽施設にお子さん

が参加できるよう支援して,ご両親の負担を軽くする

ようにします。ご両親がお子さんの世話をすることが

できなくなった時,ボランティア団体の助けをかりな

がら,教育委員会ならびに保健局が.お子さんができ

るだけ普通の生活ができるように療育も含めた適切な

ケアを行い可能なかぎりのことを実施します。

30　私の子どもが成人しても働くことができない場

令,どんな支援が受けられますか?

保険局から社会保障費が支給され,社会保障費には

障害者手当も含まれていることがあります。地方公共

団体.保健局それにボランティア組織も.在宅の場合

に補助具や機器を配備し,お子さんの短期的里親制度

として家庭交換をすることがあります。お子さんの権

利についての詳しい説明は,もよりの社会保障局や社

会福祉局におたずねください。

31私の子どもが障害児になったのは私の責任でしょ

うか?

お父さんやお母さんからしばしば同じことを質問さ

れます。精神的な抑圧の過程で見られる普通の感情で

す。このようなお気持ちはよくありますし,また苦し

いものですが,実際には根拠がある場合はまれです。

あなたの"Named Person　や保健士,かかりつけの

医者あるいは病院のコンサルタントのような方に,誰

でもよいですから,そのお気持ちについてお話すれば

ご理解いただけると思います。

32　もし,もう1人子どもを持ったら,また障害児に

なるのでしょうか?

いくつかの例外を除いて,全ての障害はご両親が原

因で起こるとは限りません。この間題でお悩みでした

ら.大事なのはあなた方がまず落ち着いて,かかりつ

けの医者に相談をもちかけることです。

33　障害の予後を改善するために.もっといろんなこ

とが行われるのでしょうか?

近年,多くの研究が,障害状況の軽減や障害のある

人々がもっと普通の生活を送れるような方向をめざし

ています。新しい教材や進んだ教育技術が学習の困難

さを減らし,コンピューターやその他の機器はコミュ

ニケーションをもっと容易なものにしています。医療

器具,車椅子や自動車は全て移動が楽にできるように

開発されています。社会も全体的に.以前よりもっと

障害者のことに気を配ったり理解するようになってい

ます。公共サービスでできることは全て行ない,学齢

中も成人になってからもお子さんを支援いたします。

以下,全国的な組織と地方の主な相談摂関の住所の

目録が記載されている。
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Ⅲ.サッチャーリズム,ウオーノック報告と

戦略的就学支援

スコットランド版「就学の手引き」の小冊子Special

Educational Needs A Guidance for Parentsを紹介し

た。この論文を1987年発表したとき,英国には保護者

の教育権,再審請求権や意向をくみ取ったすばらしい

制度があるという趣旨の意見が新聞に掲載された。し

かし,その時の社会状況とウオーノック報告の内容が

あまりにも違うことを体験し,同じマーガレット・

サッチャーが絡んでいる新自由主義とウオーノック報

告には何らかの関連性があるといぶかっていた。

たとえばインテグレーション(統合教育)あるいは

ノーマライゼーションという考え方にしても, 1970年

以前の定義と新自由主義下でのそれでは違う意味があ

るのでなはいかと感じていた。例えば,典型的なこと

としてノーマライゼーションの定義にしても次のよう

な違いがあるのではないか。

1.古典的社会民主主義と新自由主義におけるノーマ

ライゼーションの定義の違い

ノーマライゼーションは周知のように,デンマーク

で施設改革を要求する知的障害者の親の会の運動を基

盤として成立した1959年法と,この法律の立法化に指

導的役割を果たしたバンク・ミッケルセンによってそ

のアイデアが作られた。知的障害者の施設生活を人権

侵害の典型として,人権保護あるいは人道的立場から

知的障害者の人権を回復する理念としてノーマライ

ゼーションが登場した。そして,(D健常者と同一条件,

同一の機会を与えられた生活を営むこと。 ②信頼でき

る個人的サービスを受け,安全な環境の中で生活を営

むこと。 ③自分の好む地域に居住することができるこ

と。 ④自分に通した職業を選択できることo (9満足で

きる余暇活動が営まれること。概念的には,当時の現

状批判・抵抗概念としてのノーマライゼーション,平

等概念としてのノーマライゼーションの主張があげら

れている。これは,一般的に言われているあるいは信

じられているノーマライゼーションである(二文字

理呪近藤久史, 1997)c　しかし,ノーマライゼーショ

ンやインテグレーション(統合教育)は新自由主義あ

るいは市場原理主義に回帰したサッチャーリズムのと

きにも言及・実行された。

サッチャーリズム下におけるノーマライゼーション

の考え方を予想させる言葉がある。サッチャーは「責

任をともなう社会とは,国民1人ひとりが,果たすベ

き責任を隣人に押しつけず,自分でやり遂げる社会で

す。お互いに助けあい,両親が子を第一に思い,友人

が隣人の世話をし,家族が年寄りの面倒をみる社会で

す。世話をして.隣人に支援の手をさしのべる。それ

が出発点です(Harris K, 1988)c」と述べている。財

政的に見ると,財政破綻からの生き残り策としての「小

さな政府論」を実行するためには.高齢者も障害者も

その地域の住民であり,その地域が巽任を持つべきで

ある。地方分権を実施することによって,財政的なメ

リットもデメリットもあるが,デメリットだけを中央

政府に押し付けるのではなく,地方もそれ相当の努力

を払う必要があるという意図がなかったのだろうか。

バンク・ミッケルセンのいうノーマライゼーションは

障害のある人々の人権,マーガレット・サッチャーの

ノーマライゼーションでは,地域の責任という考え方

が底辺にあるように思う。

2.新自由主義下の戦略的就学支援

1983年度版スコットランドの「就学の手引き」をよ

く読むと.何度も保護者の意向を確認しながら就学相

談を進めている。決して上位下達的な態度は見せな

い。ここには次のような背景があるのではないか。市

民意識の育成を考えると,行政がトップダウン的な決

定様式を行なえば.市民が自ら考え自ら行動する態度

の育成やオーナーシップを育てる方向には進まない。

権利条約が発効する前に,多くの国で障害者の差別の

禁止,保護者の教育権や再審請求権の保障,個別教育

計画作成における保護者の意見の導入が行われてい

る。この背景には,様々な情報をもっている保護者の

意見を聞くことの重要性や学校側の意見と保護者の意

見が食い違えば,教育の成果の積み重ねができないと

いう合理性だけではなく,保護者は自分の意見が学校

に反映されれば,学校への期待とオーナーシップをも

ち,学校や社会とのパートナーシップを構築し,社会

との接点を築く有力な力となる.しかし.自分達の意

見が反映されない情況で将来に対する不安があれば,

国や地方からなるべく多くのお金を取ったほうが勝ち

であり.決して人々は「小さな政府」を望まないだろ

うし,国家が破たんしようがしまいが,自分の身を守

ることに田執せざるをえない。

この「手引き」が使用されていた時代は,サッチャー

政権第二期頃である。手引きの進め方自体が保護者か

らの質問形式で書かれ,就学支援の進め方は保護者の

心情を推し量った保護者主導の進め方,再審請求権の

提示.保護者の通常の教育への強い希望の受け止めと
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Table l　新自由主義とウオ-ノック報告の比較:一部を近江(2002, p.34)から引用

伝統 的官 僚 システ ム 新 自由主義 に よる システ ム ウオー ノ ック報 告の 内容

法 令 . 規則 に よ る管 理 目標 . 分業 に よる管理 . 法 令的 な障 害分 類 をや めて特別 な教 育 的ニー ズ とい う教 育 目

標 に移 行

20 % の 子 ど もに特 別 な教 育的 ニー ズが あ る (制度 に在 籍 して

い る以 外の 子 どもへ の支援 )

単 一 の職務 に特 化 した サー ビス供給 の効 率化 の た め . 病理 学 的 なカテ ゴ リー分類 か ら教 育学的 対応 へ の移行

分 業 システ ム の柔 軟 な組 織 運営 . 障害 児 と非 障害児 の連 続性 を強 調す る

明確 な ヒエ ラル キー . . 自立的 な業績 評価 の 単 . 個別 の教 育 計画 に よる評価 に保護 者 の意 見 を導入

システ ム 位 で あ る′」、規模 な組 織 間 での

契約 に よるマ ネー ジ メン ト

. 民 間委 託や 内部 市場 シ

ステ ムの活 用 , 公 的企業 の 民

営 化 , 民 間委託 . バ ウチ ャー ,

エ イ ジ エンシー の 導入

. アカ ウンタ ビリテ ィー の強 化

. 特別 学校 のセ ン ター化

P T , O T , 看 護 師, 保 育 士の導入 と教育職 員 の割合 の 低 下

戦 略 的マネ ー ジメ ン ト . 供 給サ イ ドか らの一 方的 . 本人 . 保 護者 の権 利 を認 め る

の欠 如 な意思 決定 を行 うの では な . イ ンテ グ レーシ ョン (統合 )

く, 顧 客 (国民 あ るい は利 用 . ノーマ ライ ゼー シ ョン

者 ) サ イ ドのニ ー ズを反 映 し . 保護 者 の再 審請 求権 を認 め る

た マネ ー ジメ ン ト, 「消 費者 N a m ed P erson 制度 (保 護者 の私 的後 見人 制度 ) によ り保 護 者

第 一主義 」 ない し 「選 択 の 自 が使 いや す い制度 へ の移行 と限 りな く居 住地 に近 い支 援体 制

由」を適 応 しうる選 択領域 の

拡 大

の構 築

ステイグマ(西尾, 1987)の軽減をどのように処理す

るかなど,保護者の意見を大切にした就学支援が行わ

れる。結局,教育委員会が決める就学先の決定に向か

うにしても,あくまでも上意下達によって行政処分さ

れたという意識をもたない配慮がされ,話を進めるに

従って保護者の権利と義務が明確となっているまさに

戦略的な就学支援である。

このような就学支援はどのような戦略の下で行われ

たのであろうか。一見180度方向性が異なるようにみ

える新自由主義とウオーノック報告を比較してみよ

う　Tablelに示すように,ウオーノック報告が出さ

れる前の伝統的官僚システム下では,細かい法令・規

則による管理が行われていた。これは当時の日本の特

殊教育においても同様な恐れがあった。盲学校,盲学

校,知的障害養護学校.肢体不自由養護学校それに病

弱養護学校と分かれていて,制度的には障害ごとに分

かれて就学していた。それが特別支援学校に移行する

ことによって,弾力的運営が可能となった。ウオーノッ

ク報告では.法令的な障害分類をやめたが,現在の日

本の特別支援教育では5頚城の専門性を担保しなが

ら, 1つの特別支援学校でも複数の領域にわたる専門

性を担保できる方法をとった。

また, 6人に1人,約20%の子どもに特別な教育

的ニーズがあるとし,障害のある子どもだけではなく,

障害児教育的手法が必要であれば,対象をいわゆる障

害児以外にも拡大した。日本の特別支援学校の運営が

新自由主義による「サービス供給の効率化のための柔

軟な組織運営」になるかどうかは.今後の展開にかか

るであろう。 「自立的な業績評価の単位である小規模

な組織間での契約によるマネージメント」は, 「個別

の支援計画」, 「個別の指導計画」それに「個別の教育

支援計画」の中に含まれる要因であろう。その実行に

おいては, 「供給サイドからの一方的な意思決定を行

うのではなく,顧客(国民あるいは利用者)サイドの

ニーズを反映したマネージメント. r消費者第一主義』

ないし『選択の自由』を適応しうる選択領域の拡大」
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という内容は, 「就学の手引き」に見られるように保

護者の権利を強めるためのNamed Person制度(保

護者の私的後見人制度)により保護者が使いやすい制

度の構築への配慮がなされている。特別支援教育では,

「平成19年政令第55号」と「学校教育法施行令第18条

の2」における就学時の保護者の意見の優先順位の変

化もこの中に入れる.ことができるのではないか。しか

し,ここで紹介した「就学の手引き」では,より具体

的にどのように対応したらよいか書かれてある。

伝統的官僚システムにおける「明確なヒエラルキー

システム」や「戦略的マネージメントの欠如」の克服

については,ウオーノック報告では特別学校のセン

ター化が述べられ　以後の1993年法で設置された

SEN調整者(SEN coordinator)の設置は,各学校に

あって教員から選び出され,特別な教育的ニーズのあ

る子どもたちへの教育的な対応を実行する際の調整役

を演じ,彼らは,特別な教育的対応の成否を決める

キー・パーソンと言って間違いない。日本の特別支援

教育においても.特別支援学校のセンター化,特別支

援教育コーディネーターの指名があげられる。特別支

援学校に在籍する児童生徒に対してのみに教育的支援

を限定するのではなく,保育所,幼稚臥　小学校,中

学校,中等学枚.高校等に在籍する幼児児童生徒への

支援や保護者や関連組織との連携を積極的に行うこと

になった。

3.インクルージョン政策によって特別学校はなく

なったか

1 )日本の特別支援教育と世界の障害児教育の比較

すでに多くの先進工業国では,障害児教育の原則と

して,インテグレーション.インクルージョン,ノー

マライゼーションあるいは障害のある人々の差別禁止

の考え方にのっとって実行されている。インテグレー

ションやインクルージョンを障害児教育の原則とした

国々を比較すると,次に示すような興味ある結果が出

てくる。

例えば, Table 2から最も「分離」状況が強い状況

である特別学校への就学率を比較してみると,日本よ

りも特別学校-の就学率が低いのは,イタリア,アイ

スランドとカナダのニュー　プランスウイツク州だけ

である。また.主要国における障害児教育制度への就

学率は, Table2に示すように日本が最も少ない。日

本人が生物学的に障害のある子どもの出現率が低い民

放でなければ,他の国では障害児教育制度下で特別な

教育的支援を受けている子どもたちが日本では小学校

や中学校の通常の学級のなかに,多く在籍していると

いうことになる。

2)インクルージョン制度下でもなぜ特別学校が存

在するのか?

Table2に示すようにイタリアを除いて,インテグ

レーションやインクルージョンが原則として掲げられ

ている国々で,なぜ特別学校に就学する児童生徒の割

合が日本より高いのかを考える必要があるO　イタリア

では1970年中盤にインテグレーションが行われ,障害

児教育改革に当時の世界的な雰囲気が反映されていた

のではないか。具体的には.ベトナム戦争や極左集団

によるテロ等,イタリアでは鉛の時代といわれるほど,

社会不安と反体制運動が強かった時代であり,インテ

グレーションは極めて運動論的な変革の意味合いが強

かったのではないか。

Tab一e 2　主要国の障害児教育制度への就学率の比較

国 名 障 害児 教 育 制度 へ の 就 学 率 (% )
小 学 校 . 中 学 校 (% ) 特 別 学 校 (% )

通常の学級 (% ) 障害 児学級 (% )

英 国 2 .9 (2 0 % に ニ ー ズ が あ る ) 1 .3 3 1 .5 7

イ タ リ ア 2 .0 0 1.9 4 0 .0 6

ド イ ツ 5 .0 0 1 .0 0 4 .0 0

ア メ リ カ 合 衆 国 12 .0 0 l l .4 0 0 .6 0

蝣> 1.8 6 0 .3 8 # 2 0 .9 6 0 .5 2

カ ナ ダ # 3 5 .0 0 5 .0 0 0 0

オ ー ス ト ラ ア 2.0 0 0 .9 0 0 .5 4 0 .5 6

ア イ ス ラ ン ド 7.0 0 6 .10 0 .4 2 0 .4 2

#1平成18 (2007)年の特別支援教育資料をもとにした。 #2は通級による指導を受けている児童生徒。 # 3は.ニュー　プランスウイツタ州。日
本以外は. 1995年から1998年に調査　OECD (1999) Inclusion at workを一部引用した。
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一方,新自由主義あるいは財政難を経験した後の

国々では, 1980年代になると, 「障害のある人々の権

利条約」を待たずに,先進工業国といわれる国々で,

差別の禁止を法律の中に盛り込む国が増えてきた。一

方,国家は納税負担率の上昇等によって, 「納税者の

権利」の保障ということも必須の事項になったのでは

ないか。社会的差別や偏見の禁止,権利擁護が行われ

ると.いわゆる「分離教育」であっても,それが保護

者や本人の希望であれば,納税者の権利として認める

という状況になったのではないか。ちなみに英国の場

合,インクルージョンが法規的に認められ.差別の禁

止があっても,特別支援学校1,049枚という多さ(日

本との人口比は約2倍)で,日本の約3倍の割合の子

どもたちが特別学校に在籍している。

Ⅳ.おわりに

「障害のある人々の権利条約」が発効されるにあた

り,日本でもそれに対応した法的準備がなされている

に違いない。教育の場面では,インクルシープ教育を

どのように実行するかが大きな課題であろう。インク

ルシープ教育,保護者の権利,ノーマライゼーション

等,その出発点となったのは,ウオーノック報告であっ

たことを疑う者はいないであろう。しかし,そのウオー

ノック委員会を立ち上げたのはマーガレット・サッ

チャーであり,諮問期間中に財政破綻をし,その2年

後にウオーノック報告が議会を通過し,翌年からマー

ガレット。サッチャーによるサッチャーリズムが開始

されたことにも注目すべきである。

そして今,世界は構造的不況.社会不安に直面し.

加えて日本は,未曾有の財政債務高,他に例をみない

少子高齢化,高齢化を加速しながらの人口減少をみて

いる。この時期に特別支援教育を発展させなければな

らないという状況は, 1970年代後半から1980年代前半

の英国の状況を思い起こす。中教審答申や第125号通

知の中で我々が目指す社会は「共生社会」としている。

この言葉は,単純ではなく,近江(2002)によれば.

古典的社会民主主義を第一の道とし,サッチャーリズ

ムに代表される新自由主義(小さな政府)を第二の道.

サッチャーリズムによって生じた社会不安を解消する

ための折衷した政治形態として第三の道,これが「共

生社会」であり,それぞれが役割を担う役割相乗社会

であるとされている。

「障害のある人々の権利条約」が特別支援教育にど

のような影響を与えるか予想してみよう。現在でも増

えつつある特別支援学校-の就学率は,今の0.5%か

ら1%あるいは英国並みの1.5%になる可能性もあ

る。特別支援学校の閉鎖や就学禁止がない限り,社会

不安が大きい状況のなかで,障害者の差別禁止,権利

擁護,保護者の権利が保障されると,保護者や子ども

は手厚い教育を求め,シェルターとしての「別の場所」

を求める可能性が高い。そして∴昨今の税制の流れを

見ると,納税者の権利としてそれを増々認めなければ

ならない状況になるに違いない。ただし,今後の日本

の財政状況にもよるが,特別支援学校の肥大化をその

まま続けるのか,学校数を増やすのか,また英国のよ

うに,学校ではあるが,職員の半分だけが教月で,あ

とは保育士等の職月という状況になるのか,今後の変

化に注目しなければならない。最近の動向からすると,

特別支援学校に就学してくる児童生徒は障害の軽い子

どもが増えていることなどから,現在のように1人の

教員が1.5-1.6人の子どもを担当するという状況は

徐々になくなるのではないか。特別支援学校の構成月

については,この手引きが作られた当時の英国のよう

に職員の半分のみが教員という事態は,日本では様々

な問題を生じさせるだろうo現在の特別支援学校のよ

うに重複障害のある子どもたちが40%を超える状況は

徐々に変わり,これらの子どもたちの割合も相対的に

低くなっていくのではないか。

日本では,小中学校の通常の学級に在籍する「障害」

のある子どもたちが他の国よりも多いと述べたが.特

別支援学校のセンター的機能の幅広い活用が必須条件

となるであろう。そうなると当時の英回のように職員

の半分が保育士や看護士ではなく,基礎免許として小

学校,中学校,高等学校の教員免許を所有している教

育職月が,センター的機能の要員として通常の学校へ

の支援.特別支援教育的な手法を取り入れた教科学習

に参加できる組織が必要となる。

Table 2で見たように,日本の特別支援教育の課題

は,通常の学校の通常の学級に在籍している障害ある

いは困難のある児童生徒への教育的支援をどのように

確立するかであろう。現在,発達障害のある児童生徒

に対する教育的支援は通級による指導で行うとされて

いる。しかし,通級指導教室の数は少なく,自校通級

よりも他校通級が圧倒的に多いという利用しにくさ,

中学校においては,その数は非常に少ないという現実

がある。また,保護者や子どもたちが特別視されるの

を嫌がり,ニーズがあっても参加を渋るという現実も

ある。文科初第125号通知でも交流や共同学習の推進

が述べられているが,障害のある子どもと障害のない
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国連「障害のある人の権利条約」が特別支援教育に与える影響について

子どもの両方の教育的ニーズを反映した授業の開発を

行い,双方の子どもたちの困難を解消する授業が必要

である。ここにインクルーシブ教育の価値がある。実

際,特別支援教育が充実することによって,通常の学

級に在籍する子どもの不登校の激減や成績の底上げ現

象が生じている。新自由主義の戦略の中に,小さな政

府による不足分をボランティアや市民意識の向上に

よって補うという戦略があるが, 「手引き」の中にも

ボランティア団体や保護団体を認め,言及しているO

ウオーノック報告にもインテグレーションやノーマラ

イゼーションがうたわれているが,日本の特別支援教

育においては,交流や共同学習,更には二重籍.副籍

などを出発点として,インテグレーションやインク

ルージョンへとチャレンジする必要性があるのではな

いか。

特別支援教育の対象は学齢児の約8%とされてい

る。この目標値は特殊教育の目標値3.69%の2倍以上

である。これを達成するためには,これまでの就学支

援の方法を変える必要がある。保護者の権利と義務を

丁寧に話し合い,上意下達的な決定様式ではなく,本

人や保護者が自分の意志で納得して就学先を決めるよ

うな方法の検討が必要であろう。ウオーノック報告は

1978年に作成されたが,その後の世界の障害児教育・

施策に大きな影響を与えた。現在でも障害のある人々

の権利条約を具体的に実施した場合の内容を多く示し

ている。

ここでは, 1983年,まさに新自由主義的政治状況の

下での戦略的就学支援の様子を紹介した。新自由主義

そのものは,英国では財政問題を解決したが,社会的

格差が社会不安を高め,古典的社会民主主義と新自由

主義の折衷的な「第三の道」の政治体制に移行した。

しかし,障害児教育の変化を見ると政権が変わっても

ウオーノック報告の趣旨は活かされている(大城ら,

1999)c　ウオーノック報告は運動論的あるいは人権論

的な背景がその起点のように見えるが,この報告書を

立ち上げた人物,出来上がるまでの様々な社会・経済

的状況をふまえると,日本にとって,障害のある人々

の権利条約はまさに,特別支援教育の戦略的発展と通

常教育への影響あるいは社会変革を導く大きなチャレ

ンジでもあるといえるのではないか。
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